
 

 

大阪市社会福祉審議会  地域福祉専門分科会 会議要旨 

 

１ 開催日時  平成 27 年１月 19 日（月） 10 時 00 分～  

２ 開催場所  大阪市役所 地下１階 第 11 共通会議室  

３ 出席委員  乾委員、岩間委員、北尾委員、白國委員、白澤委員、牧里委員、 

矢田貝委員  

４ 議  題 

（１）専門分科会長の選任 について 

（２）各区における地域福祉の推進状況について 

（３）相談支援体制のあり方検討プロジェクトチームの取組状況について 

（４）地域における要援護者の見守りネットワーク強化事業の実施について 

（５）生活困窮者自立支援制度の本格実施について 

（６）その他 

  ・介護保険法の改正による新たな生活支援サービス等について 

  ・地域支援システムを通じた区からの意見等について 

 

５ 会議要旨 

【議題１】 

・牧里委員を専門分科会長に選任 

【議題２】 

・事務局から資料に沿って説明。 

（主な意見） 

・区ビジョン等は概して理念的な記載しかない印象を受ける。地域の人々にしてもら

いたいことをどのように示すか、アクションプランの今後の具体的な展開についても

検討が必要である。 

・到達ステージの低い区に焦点を当てて重点的に支援することにより、市全体の底上

げを図るべき。 

・区ではビジョンとアクションプランの整理がついていない印象を受ける。市として

アクションプランをどう進めていくのか示す必要があるのではないか。 

・高齢、障がい、児童等の各福祉分野を横串して区のビジョン策定等を支援するため



 

 

に、「指針」だけでなく、市レベルの「地域福祉支援計画」が改めて必要と考える。 

【議題３】 

・事務局から資料に沿って説明。 

（主な意見） 

・相談支援体制の充実にあたって、区と広域行政を担う市との役割の整理が必要であ

る（例えば生活困窮関連でいえば、雇用や就労支援、ハローワーク等に関することは

区では担えない）。 

・相談支援体制の検討の成果（平成 30 年度からの総合的な相談支援体制の充実）と

各区のビジョン策定とを、どう結び付けるかが課題である。 

・次の３点について検討してもらいたい。①相談支援の前段階として要援護者をどう

発見するか、②日常生活圏域や小・中学校圏域など各圏域をどう結び付けるか、③個々

の要援護者支援だけでなく社会資源の開発にどう結び付けるか。 

・相談支援の入口の議論だけでなく、出口（就労の場など）の検討も必要である。 

・相談支援体制は、高齢者支援の仕組みをベースに、ニア・イズ・ベターの観点を踏

まえながら、障がい・児童も入れ込む形で時間をかけずに強化を図るべき。 

【議題４】 

・事務局から資料に沿って説明。 

（主な意見） 

・要援護者の発見とつなぎに対して、もっと行政が権限を発動して積極的に取組むこ

とが必要である（例えば国保未納や水道停止情報の活用や、警察の屋内立入による安

否確認の強化など）。 

・自助・共助ばかりが強調されるが、行政が公助としてどこまでするのかが見えてこ

ない。 

・ワーカーの配置数「66 名」は少ないのではないか。 

・他都市ではワーカーに権限等がないために、課題を抱えてしまい回らない状況が見

受けられる。ワーカーが、行政と地域をつないだり、関係機関を招集することができ

る権限や仕組みが必要である。 

【議題５】 

・事務局から資料に沿って説明。 

（主な意見） 

・生活保護受給者の掘り起こしだけで終わってはいけない。まちづくりと絡めて取組

むことが必要である。 

・就労訓練事業は、中小企業から仕事をどんどん出してもらって進めていけば、税収



 

 

も増える。中小企業振興の担当部署と連携を取って進め、大阪市がモデルをつくって

行くべきである。 

・市民に対する事業の周知が不十分である。また、社協以外の法人が受託する場合、

民生委員との情報連携が果たして可能か。 

・生活困窮者支援については、地域福祉の課題として位置づけ、まちづくりの中で一

体的に取組む必要がある。 

【議題６－１】 

・事務局から資料に沿って説明。 

（主な意見） 

・地域に生活支援サービスの「市場」をつくることが必要である。 

【議題６－２】 

・事務局から資料に沿って説明。 

（委員意見なし） 

【その他】 

・この分科会で地域福祉のあり方を検討するにあたり、現状の分科会委員のほかに、

障がい者福祉分野や児童福祉分野など各福祉分野の、あるいは福祉以外の周辺関連分

野も含めて、それぞれの専門家が必要と考える。臨時委員として各分野の専門家の追

加を検討してもらいたい。 

・相談支援体制のあり方など具体的な内容を検討する場として、若手研究者や地域福祉

の第一線の現場で活躍されている実務者による、作業部会等の設置についても検討し

てもらいたい。 


